
鹿島市訓令甲第５４号 

 

 

鹿島市干潟展望館整備事業補助金交付要綱 

 

 

　（趣旨） 

第１条　市長は、鹿島市干潟展望館（以下「展望館」という。）の更なる利

活用と価値向上を図るため、展望館の利用者が自由に憩い、楽しめる魅力

的な空間を創出するために展望館のテナント入居者が行う共用スペースの

整備事業に要する費用に対し、予算の範囲内において鹿島市干潟展望館整

備事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することとし、その補助

金の交付については、鹿島市補助金交付規則（昭和４７年規則第９号。以

下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによ

る。 

　（定義） 

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

　⑴　共用スペース　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の

４第７項の規定による行政財産の目的外使用の許可（以下「行政財産使

用許可」という。）を受けた展望館２階のうち、テナント入居者の営業

利用の用に供しない区域であって、利用者が自由に利用できる空間をい

う。 

　⑵　整備事業　共用スペースの内装改修、設備整備その他利用者の利便性

及び快適性の向上を目的とした工事及び設備の設置をいう。 

　（補助対象者） 

第３条　補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該

当する者とする。 

　⑴　鹿島市干潟展望館テナント募集により選定された者であること。 

　⑵　市税及び消費税・地方消費税に滞納がないこと。 

　⑶　鹿島市暴力団排除条例（平成２４年条例第１０号）第２条第４号に規

定する暴力団等に該当しないこと。 

　（補助対象経費等） 

第４条　補助金の交付の対象経費（以下「補助対象経費」という。）並びに



補助率及び限度額は、別表のとおりとする。ただし、第６条第１項の規定

による補助金の交付決定前に発生した経費及び補助対象経費として明確に

区分できない経費は、補助対象外とする。 

　（補助金の交付申請） 

第５条　補助金の交付を受けようとするテナント入居者（以下「申請者」と

いう。）は、鹿島市干潟展望館整備事業補助金交付申請書（様式第１号）

に次に掲げる書類を添えて市長に申請するものとする。 

　⑴　事業計画書 

　⑵　収支予算書 

　⑶　事業経費の配分表 

　⑷　その他市長が必要と認める書類 

　（補助金の交付決定等） 

第６条　市長は、前条の補助金交付申請書を受理したときは、その内容を審

査し、補助金を交付すべきと決定したときは、鹿島市干潟展望館整備事業

補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

２　市長は、前項の規定による補助金の交付決定をする場合において、補助

金の交付の目的を達成するために必要があるときは、必要な条件を付すこ

とができる。 

　（補助金の変更申請等） 

第７条　申請者は、補助金の交付決定を受けた整備事業の内容を変更（市長

が認める軽微な変更を除く。）し、又は中止し、若しくは廃止しようとす

る場合は、鹿島市干潟展望館整備事業補助金変更（中止・廃止）承認申請

書（様式第３号）に関係書類を添えて市長に提出し、承認を得るものとす

る。 

２　市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、変

更又は中止若しくは廃止を承認すべきものと認めたときは、鹿島市干潟展

望館整備事業補助金変更（中止・廃止）承認決定通知書（様式第４号）に

より申請者に通知するものとする。 

３　市長は、前項の規定による承認をする場合において、補助金の交付の目

的を達成するために必要があるときは、必要な条件を付すことができる。 

　（実績報告） 

第８条　申請者は、整備事業が完了したときは、速やかに鹿島市干潟展望館

整備事業補助金実績報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて市長

に提出するものとする。 



　⑴　事業報告書 

　⑵　収支決算書 

　⑶　事業経費の配分表 

　⑷　その他市長が必要と認める書類 

　（補助金の額の確定） 

第９条　市長は、前条の実績報告書を受理した場合においては、報告書等の

書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、整備事業の成果が補

助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどう

かを調査確認し、適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定

し、鹿島市干潟展望館整備事業補助金確定通知書（様式第６号）により申

請者に通知するものとする。 

　（補助金の交付） 

第１０条　市長は、前条に規定する補助金確定通知書に基づき申請者が提出

する鹿島市干潟展望館整備事業補助金交付請求書（様式第７号）を受理し

た場合には、速やかに補助金を交付するものとする。 

２　市長は、補助事業の円滑な遂行上必要があると認めるときは、規則の定

めるところにより、交付決定額の範囲内において、補助金の全部又は一部

を概算払により交付することができる。 

３　前項の規定による補助金の概算払を受けようとする申請者は、鹿島市干

潟展望館整備事業補助金概算払請求書（様式第８号）を市長に提出するも

のとする。 

　（交付決定の取消し） 

第１１条　市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金

の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

　⑴　規則及びこの要綱の規定に違反したとき。 

　⑵　申請書その他関係書類に虚偽の記載があったとき。 

　⑶　補助金を整備事業以外の用途に使用したとき。 

　⑷　補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に基づく市長の処分若

しくは命令に違反したとき。 

　⑸　展望館の行政財産使用許可が取り消されたとき。 

　⑹　整備事業の執行状況が著しく適正を欠くと認められるとき。 

　（交付金の返還） 

第１２条　市長は、第９条の規定により補助金の額を確定した場合において、

既にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めてその返



還を命ずるものとする。 

２　市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において

既に補助金が交付されているときは、交付した補助金の全部又は一部につ

いて期間を定めて返還を命ずるものとする。 

　（関係書類の保管） 

第１３条　補助金の交付を受けた者は、補助金の交付の対象となった整備事

業の状況、事業に係る経費の収支その他の事業に関する事項を明らかにす

る書類等を備え付け、整備事業完了年度の翌年度から５年間保管するもの

とする。 

　（適正管理） 

第１４条　補助金の交付を受けた者は、整備事業により取得し、又は効用を

増加させた財産（以下「取得財産等」という。）のうち、取得価格又は効

用の増加価格が５０万円以上のものについて、補助金の交付の目的に反し

て使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄しようとす

るときは、あらかじめ承認申請書を市長に提出し、その承認を受けなけれ

ばならない（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省

令第１５号）に定められている耐用年数に相当する期間を経過した場合を

除く。）。 

２　補助金の交付を受けた者が取得財産等を処分することにより収入がある

と認める場合には、その収入の全部又は一部を市に納付するものとする。 

３　補助金の交付を受けた者は、整備事業が完了した後も取得財産等を適正

に管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。 

　（整備事業の検査等） 

第１５条　市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要がある

ときは、申請者に報告をさせ、又はその事務所、事業所等に立ち入り、帳

簿書類その他の物件を検査することができる。 

　（補則） 

第１６条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

　　　附　則 

　この要綱は、公布の日から施行する。 

 



別表（第４条関係） 

　備考　補助対象経費の合計額に補助率を乗じた金額に千円未満の端数があ

る場合は、その端数は切り捨てるものとする。 

 

 補助対象経費 補助率・限度額

 ＜補助対象経費＞ 

　展望館の利用者が自由に憩い、楽しめる魅力的な空

間を創出することを目的に、あらかじめ市長が認めた

展望館共用スペース整備に要する次の費用とする。 

　⑴　改装工事費用（内装改修工事等） 

　⑵　耐用年数４年以上で取得価額１品が５万円以上

の備品購入費 

　⑶　その他市長が適当と認めたもの 

 

＜補助対象外経費＞ 

　⑴　テナント入居者の営業に直接使用する設備及び

備品 

　⑵　テナント入居者の人件費

＜補助率＞ 

１／２ 

 

＜限度額＞ 

３００万円



様式第１号（第５条関係） 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 

 

　鹿島市長　様 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者 

 

鹿島市干潟展望館整備事業補助金交付申請書 

 

　　　年度において、鹿島市干潟展望館整備事業補助金の交付を受けたいの

で、鹿島市干潟展望館整備事業補助金交付要綱第５条の規定により、関係書

類を添えて申請します。 

 

記 

 

１　事業の目的 

 

 

２　補助金交付申請額　　金　　　　　　　　　　　円 

 

３　事業計画書（別紙１） 

４　収支予算書（別紙２） 

５　事業経費の配分表（別紙３） 

６　添付書類 

　⑴　事業の概要が分かる資料（位置図、配置図、平面図、立面図等） 

　⑵　工程表 

　⑶　見積合わせや入札等の実施を確認できる書類 

　　※　見積合わせや入札を実施できない場合はその理由を示した書類 

 



様式第２号（第６条関係） 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 

 

　　　　　　　　　　　様 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鹿島市長　　　　　　　　　　 

 

鹿島市干潟展望館整備事業補助金交付決定通知書 

 

　　　年　　月　　日付けで申請のあった　　年度鹿島市干潟展望館整備事

業補助金について、下記のとおり交付することを決定したので、鹿島市干潟

展望館整備事業補助金交付要綱第６条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

１　補助対象経費の額　　金　　　　　　　　　　　円 

 

２　補助金交付決定額　　金　　　　　　　　　　　円 

 

３　条件事項 

　⑴　整備事業の完了後、速やかに実績報告書（様式第５号）を提出するこ

と。 

　⑵　整備事業の内容を変更（市長が認める軽微な変更を除く。）し、又は

中止し、若しくは廃止しようする場合は、あらかじめ市長の承認を受け

ること。 

　⑶　補助金を補助対象事業以外の用途に使用しないこと。 

　⑷　交付決定に対して不服がある場合、申請を取り下げることができる期

間は、この通知書受領の日から１４日以内とする。 

　⑸　その他、鹿島市干潟展望館整備事業補助金交付要綱の定めを守ること。 

 



様式第３号（第７条関係） 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 

 

　鹿島市長　様 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者 

 

鹿島市干潟展望館整備事業補助金変更（中止・廃止）承認申請書 

 

　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号により補助金交付決定の通知が

あった　　年度鹿島市干潟展望館整備事業補助金について、下記の理由によ

り変更（中止・廃止）し〔金　　　　　　　　　円の追加交付（減額承認）

を受けたい〕ので、鹿島市干潟展望館整備事業補助金交付要綱第７条第１項

の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１　変更（中止・廃止）理由 

 

 

２　変更しようとする事業の概要及び経費の配分 

 

 

３　事業完了予定年月日　　変更前　　　　年　　月　　日 

　　　　　　　　　　　　　変更後　　　　年　　月　　日 

 

注）関係書類：補助金交付申請書に準じて作成し、変更前の事業の内容及び

経費の配分と変更後の事業の内容及び経費の配分を比較できるようにす

ること。 

 



様式第４号（第７条関係） 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 

 

　　　　　　　　　　　様 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鹿島市長　　　　　　　　　　 

 

鹿島市干潟展望館整備事業補助金変更（中止・廃止）承認決定通知書 

 

　　　年　　月　　日付けで申請のあった　　年度鹿島市干潟展望館整備事

業補助金に係る補助事業の変更（中止・廃止）について、下記のとおり承認

することを決定したので、鹿島市干潟展望館整備事業補助金交付要綱第７条

第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

１　変更の内容 

 

２　変更後の補助対象経費の額　　金　　　　　　　　　　　円 

 

３　変更後の補助金交付決定額　　金　　　　　　　　　　　円 

 

４　既 交 付 決 定 額　　金　　　　　　　　　　　円 

 

５　交 付 決 定 額 の 増 減 額　　金　　　　　　　　　　　円 

 

６　変更後の事業完了予定年月日　　　　　　　年　　月　　日 

 

７　承認の条件 

 



様式第５号（第８条関係） 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 

 

　鹿島市長　様 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者 

 

鹿島市干潟展望館整備事業補助金実績報告書 

 

　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号により補助金の交付決定の通知

があった　　年度鹿島市干潟展望館整備事業補助金について、下記のとおり

事業を実施したので、鹿島市干潟展望館整備事業補助金交付要綱第８条の規

定により、関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１　事業完了年月日　　　年　　月　　日 

２　事業報告書（別紙１） 

３　収支決算書（別紙２） 

４　事業経費の配分表（別紙３） 

５　添付書類 

　⑴　整備の状況が分かる写真（着工前・工事中・完成後） 

　⑵　工事請負契約書の写し 

　⑶　領収書等支出を証する書類の写し 

　⑷　取得財産管理台帳の写し 

 



様式第６号（第９条関係） 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 

 

　　　　　　　　　　　様 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鹿島市長　　　　　　　　　　 

 

鹿島市干潟展望館整備事業補助金確定通知書 

 

　　　年　　月　　日付けで実績報告のあった　　年度鹿島市干潟展望館整

備事業補助金について、その額を確定したので、鹿島市干潟展望館整備事業

補助金交付要綱第９条の規定により通知します。 

 

記 

 

１　補助金の確定額　　金　　　　　　　　　　　円 

 

２　補助条件 

　　鹿島市補助金交付規則及び鹿島市干潟展望館整備事業補助金交付要綱の

規定を順守すること。 

 



様式第７号（第１０条関係） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 

 

　鹿島市長　様 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　印 

 

鹿島市干潟展望館整備事業補助金交付請求書 

 

　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で額の確定通知があった鹿島市

干潟展望館整備事業補助金として、下記の金額を交付されるよう鹿島市干潟

展望館整備事業補助金交付要綱第１０条第１項の規定により請求します。 

 

記 

 

　請求額　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円 

　（内　訳） 

　　交付決定額　　　　金　　　　　　　　　　　円 

　〔確定補助金額〕　　金　　　　　　　　　　　円 

　　交付済額　　　　　金　　　　　　　　　　　円 

　　今回請求額　　　　金　　　　　　　　　　　円 

　　残額　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円 

 

　振込口座 

     

 

 フリガナ

 
口座名義

 
振込先

　　　　　　　　　銀行 

　　　　　　　　　信用金庫　　　　　　　　　支店

 
口座種目 普通・当座 口座番号



様式第８号（第１０条関係） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 

 

　鹿島市長　様 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　印 

 

鹿島市干潟展望館整備事業補助金概算払請求書 

 

　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号により補助金の交付決定の通知

があった鹿島市干潟展望館整備事業補助金について、下記のとおり概算払を

受けたいので、鹿島市干潟展望館整備事業補助金交付要綱第１０条第３項の

規定により請求します。 

 

記 

 

　　請求額　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円 

　　（内　訳） 

　　　交付決定額　　　　金　　　　　　　　　　　円 

　　　交 付 済 額　　　　金　　　　　　　　　　　円 

　　　今回請求額　　　　金　　　　　　　　　　　円 

　　　残　　　額　　　　金　　　　　　　　　　　円 

 

　振込口座 

    

 フリガナ

 
口座名義

 
振込先

　　　　　　　　　銀行 

　　　　　　　　　信用金庫　　　　　　　　　支店

 
口座種目 普通・当座 口座番号



１　申請者の概要

２　改修工事等の内容

３　改修による効果

（ 様式第１号－別紙１）

事業計画書

フ　　リ　　ガ　　ナ フ　　リ　　ガ　　ナ

法　　人　　名 代表者職・氏名

〒　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　（　　　　　　）

　着手予定日：　　年　　月　　日

　完了予定日：　　年　　月　　日

スケジュール 　別紙「工程表」（任意様式）のとおり

改修費用 　別紙「収支予算書」のとおり

共有スペースの
改修の必要性

改修内容
（箇所及び規模）

住　　　 所

事業実施期間



（ 様式第１号－別紙２ ）

  収 支 予 算 書

 （１）収入の部 （単位：円）

区　　　分 予　算　額　 備　　　　　考

　市補助金

計

 （２）支出の部 （単位：円）

区　　　分 予　算　額 備　　　　　考

計



（様式第１号－別紙３）

申請者名

補助金申請額　E 円

市補助金

補助額

（BもしくはDのいずれか低い額）

A B C D E

計 3,000,000

（注）１　適宜、表を追加して記載すること。
（注）２　算出した額に千円未満の端数がある場合は、その端数は切り捨てるものとする。

事 業 経 費 の 配 分 表

事業費の負担区分

支出項目
事業費

（補助対象経費）
（税抜）

別表に掲げる
補助限度額
（300万円） 　備考

補助金
（A×1/2）

補助事業者
負担

（A-B)



（様式第１号－別紙３）

申請者名

補助金申請額　E 円

市補助金

補助額

（BもしくはDのいずれか低い額）

A B C D E

内装工事 4,500,000 見積書①参照

撤去処分費 3,000,000 見積書②参照

計 7,500,000 3,750,000 3,750,000 3,000,000 3,000,000

（注）１　適宜、表を追加して記載すること。
（注）２　算出した額に千円未満の端数がある場合は、その端数は切り捨てるものとする。

事 業 経 費 の 配 分 表

ABC株式会社

3,000,000 

事業費の負担区分

支出項目
事業費

（補助対象経費）
（税抜）

別表に掲げる
補助限度額
（300万円） 　備考

補助金
（A×1/2）

補助事業者
負担

（A-B)

記 載 例



（ 様式第３号－別紙 ）

収 支 予 算 書 （ 変 更 ）

 （１）収入の部 （単位：円）

区　　　分 変更前予算額 変更後予算額 変　更　内　容

　市補助金

計

 （２）支出の部 （単位：円）

区　　　分 変更前予算額 変更後予算額 変　更　内　容

計



１　申請者の概要

２　改修工事等の内容

３　改修後の効果

（ 様式第５号－別紙１）

事業報告書

フ　　リ　　ガ　　ナ フ　　リ　　ガ　　ナ

法　　人　　名 代表者職・氏名

〒　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　（　　　　　　）

　着手日：　　年　　月　　日

　完了日：　　年　　月　　日

改修費用 　別紙「収支決算書」のとおり

改修内容
（箇所及び規模）

住　　　 所

事業実施期間



（ 様式第５号－別紙２ ）

  収 支 決 算 書

 （１）収入の部 （単位：円）

区　　　分 決　算　額 備　　　　　考

　市補助金

計

 （２）支出の部 （単位：円）

区　　　分 決　算　額 備　　　　　考

計



（様式第５号－別紙３）

申請者名

補助金申請額　E 円

県補助金

補助額

（BもしくはDのいずれか低い額）

A B C D E

計 3,000,000

（注）１　適宜、表を追加して記載すること。
（注）２　算出した額に千円未満の端数がある場合は、その端数は切り捨てるものとする。

事 業 経 費 の 配 分 表

事業費の負担区分

支出項目
事業費

（補助対象経費）
（税抜）

別表に掲げる
補助限度額
（300万円） 　備考

補助金
（A×1/2）

補助事業者
負担

（A-B)



（参考様式）

取 得 財 産 等 管 理 台 帳
（単位：円）　

財産名 規格 数量 単価（税抜） 金額（税抜） 取得年月日 保管場所 備考

(注) ・対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上(税抜)の機械、器具、備品及びその他の財産。

　　  ・数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。ただし、単価が異なる場合には区分して記載のこと。

　　  ・取得年月日は、検収年月日を記載のこと。


